
 ２０２2（令和 4）年 4 月発行 【第 7 号】  

- 1 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令
和
４
年
第
１
回
（
３
月
）
定
例

会
に
お
い
て
、
「
日
田
市
手
話
言
語

条
例
」
が
可
決
さ
れ
、令
和
４
年
４

月
１
日
に
施
行
さ
れ
ま
し
た
。 

 
 

こ
の
条
例
に
つ
い
て
は
、
社
会
福

祉
法
人
大
分
県
聴
覚
障
が
い
者
協

会
か
ら
、平
成
30

年
５
月
と
令
和

３
年
３
月
に
、条
例
制
定
の
要
望
が

提
出
さ
れ
て
い
ま
し
た
。 

 
 

そ
の
後
、令
和
３
年
６
月
議
会
で

私
が
一
般
質
問
で
と
り
あ
げ
、
市

長
か
ら
「
手
話
条
例
、
こ
う
い
う
も

の
が
や
っ
ぱ
り
必
要
だ
と
思
っ
て
い

る
。
絵
に
描
い
た
餅
の
よ
う
な
条
例

を
つ
く
っ
て
も
何
も
な
ら
な
い
。
し
っ

 

か
り
実
行
力
の
あ
る
、
そ
し
て
持

続
可
能
な
状
況
で
、
今
後
続
け
て

い
く
こ
と
の
で
き
る
も
の
を
知
恵

を
出
し
合
い
な
が
ら
つ
く
っ
て
い
け

れ
ば
と
考
え
て
い
る
。
」
と
の
答
弁

が
あ
り
ま
し
た
。
あ
わ
せ
て
早
急

に
、
制
定
へ
の
取
組
を
要
望
し
た
と

こ
ろ
で
し
た
。 

 
 

今
回
の
制
定
は
、
関
係
者
の
皆

様
の
働
き
か
け
の
成
果
と
し
て
、非

常
に
喜
ば
し
い
こ
と
で
す
。
し
か
し

な
が
ら
、
こ
の
条
例
が
理
念
だ
け
に

と
ど
ま
ら
ず
、
実
行
力
が
発
揮
さ

れ
る
よ
う
、
施
策
を
と
も
な
っ
た
も

の
に
な
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
関
係

者
の
皆
さ
ん
と
協
働
で
ア
イ
デ
ィ

ア
を
出
し
あ
い
な
が
ら
、
「
誰
も
が

暮
ら
し
や
す
い
日
田
市
」
を
育
て

な
け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。
聴
覚
障
が

い
者
だ
け
に
対
す
る
条
例
で
は
な

く
、
す
べ
て
の
市
民
に
と
っ
て
必
要

な
も
の
と
し
て
、
こ
の
条
例
を
ス
タ

ー
ト
と
し
て
、
合
理
的
配
慮
の
観

点
か
ら
、
市
民
一
人
ひ
と
り
に
と
っ

て
、
実
行
力
の
あ
る
も
の
に
な
る
よ

う
に
、
市
民
と
行
政
が
協
力
し
て
、

市
民
協
働
で
取
り
組
ん
で
い
き
ま

し
ょ
う
。 

「
令
和
４
年
度
市
政
執
行 

基
本
方
針
と
予
算
案
」
他 

 

感
染
症
対
策
を
徹
底

し
な
が
ら
、
市
内
外
の
情
勢
や
国
や

県
の
動
向
に
応
じ
て
、
必
要
な
対
策

を
躊
躇
せ
ず
機
動
的
に
講
じ
て
い

く
こ
と
と
し
、
具
体
的
に
は
、
次
の

４
点
が
特
筆
さ
れ
て
い
ま
す
。 

①
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
防
止 

対
策 

②
市
内
事
業
者
へ
の
事
業
継
続
の 

下
支
え 

③
デ
ジ
タ
ル
社
会
に
対
応
す
る
た 

め
の
資
質
や
能
力
の
育
成 

④
総
合
的
な
子
ど
も
支
援
拠
点
の 

創
設 

 
 

な
お
、
３
月
定
例
会
で
は
、
当
初

予
算
等
と
追
加
議
案
等
を
含
め
て

４２

議
案
に
つ
い
て
審
査
を
し
ま
し

た
。
追
加
議
案
は
、
市
議
会
議
員
の

期
末
手
当
を
、
年
０．１

か
月
分
引
き

下
げ
る
議
員
提
出
議
案
等
と
「
ロ
シ

ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
略
に
抗
議

す
る
決
議
案
」
が
発
議
さ
れ
、
審
査

の
結
果
４０

議
案
は
全
会
一
致
で

可
決
、
２
議
案
は
多
数
を
も
っ
て
可

決
さ
れ
ま
し
た
。  

「写真提供：一般財団法人全日本ろうあ連盟」 
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令
和
４
年
度
日
田
市
一
般
会
計
予

算
は
、
歳
入
歳
出
の
総
額
を
、
対
前
年

度
比

２．１

％
減
の
３
７
３
億
１
７
８
１

万
３
千
円
で
す
。 

（
＊
以
下
の
増
減
％
は
対
前
年
比
） 

【
歳
入
】
市
民
税
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
経
済
へ
の
影

響
が
長
期
化
し
て
い
る
も
の
の
、
昨
年

度
の
課
税
状
況
や
政
府
統
計
の
数
費

等
を
参
考
に
算
定
さ
れ
ま
し
た
。
個

人
・
法
人
市
民
税
総
額
で
は

１．９

％
（
５

１
３
４
万
円
）
増
。
固
定
資
産
税
は
、

軽
減
措
置
が
終
了
な
ど
に
よ
り

１１

．

８
％
（
４
億
６
０
４
万
７
千
円
）
の
増

と
見
込
み
算
定
。
市
税
全
体
で
は

７．０

％
（
５
億
６
５
１
万
６
千
円
）
増

の
、
７
７
億
２
８
９
７
万
３
千
円
）
を

計
上
し
て
い
ま
す
。 

【
歳
出
】
災
害
復
旧
費
が
「
令
和
２
年

７
月
豪
雨
災
害
」
の
復
旧
費
減
に
よ

り
、

６３

．
５
％
（
９
億
６
０
０
４
万
円
）

減
の
５
億
５
２
８
７
万
４
千
円
と
な

り
ま
し
た
。 

商
工
費
は
「
日
田
式

G

o

T

o

ト
ラ
ベ
ル
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
事
業
」
が
増

と
な
っ
た
も
の
の
、
「
中
小
企
業
者
等

事
業
継
続
支
援
事
業
」
の
減
な
ど
に
よ

り
、

１３

．
６
％
（
１
億
３
２
１
７
万
８

千
円
）
減
の
、
８
億
４
０
５
７
万
円
。 

教
育
費
は
「
地
区
公
民
館
整
備
事

業
」
や
「
総
合
体
育
館
施
設
整
備
事
業
」

の
減
な
ど
に
よ
り
、

１０

．
６
％
（
４
億

６
７
５
８
万
５
千
円
）
減
の
３
９
億
２

６
８
０
万
円
」
な
ど
で
す
。 

土
木
費
は
「
都
市
計
画
道
路 

三
郎

丸
西
有
田
線
改
築
事
業
」
や
「
社
会
資

本
整
備
総
合
交
付
金
事
業
」
の
増
な
ど

に
よ
り
、

９．４

％
（
３
億
４
８
４
万
６
千

円
）
増
の
３
５
億
５
３
２
１
万
４
千

円
。 総

務
費
は
「
普
通
財
産
施
設
解
体
事

業
費
」
や
「
情
報
セ
ン
タ
ー
の
公
設
民

営
化
後
」
の
周
波
数
変
更
業
務
に
係
る

費
用
の
増
な
ど
に
よ
り

７．１

％
（
３
億

５
６
６
万
１
千
円
）
増
の
、
４
５
億
９

５
３
６
万
６
千
円
。 

衛
生
費
は
、
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
ワ
ク
チ
ン
接
種
事
業
費
」
の
増
な
ど

に
よ
り

６．４

％
（
２
億
５
８
０
万
３
千

円
）
増
の
、
３
４
億
１
１
６
７
万
円
と

し
て
い
ま
す
。 

区　分 令和４年度 令和３年度 差引増減額

事業数 21 14 7

事業費(千円) 741,968 1,491,354 △ 749,386

令和２年７月豪雨災害「日田市復旧・復興推進計画」に係る事業

令和4年度予算額

（A)

令和３年度予算額

（B)

差引増減額

（C）

【(A)－（B)】

対前年度伸率

（C)/（B)×100

（千円） （千円） （千円） （％）

一般会計 37,317,813 38,111,857 △ 794,044 △ 2.1

※通常ベース分 36,575,845 36,620,503 △ 44,658 △ 0.1

　令和4年度一般会計当初予算の概要

※通常ベース分は、下表の令和２年７月豪雨災害「日田市復旧・復興推進計画」に係る事業費を除いたものです。

日田市役所 

日田市陸上競技場横の「しだれ桜」 

事業名 事業費(千円) 事業名 事業費(千円) 事業名 事業費(千円)

1 電子申請システム更新事業 2,586 11 「進撃の巨人」プロジェクト支援事業 1,000 21 ケーブルテレビ利用料金助成事業 9,181

2 オンライン手続支援システム構築事業 7,222 12 小野地区多目的施設解体事業 1,252 22 伝送路設備更新事業 16,764

3 情報システム標準化事業 29,956 13 石井工業団地雨水浸水対策事業 5,000 23 都市防災総合推進事業 27,450

4 テレワーク環境整備事業 26,641 14 進撃の巨人を活用した誘客促進事業 2,834 24 宅地耐震化推進事業 1,600

5 リモート会議環境整備事業 27,426 15 鯛生金山地盤改良事業 9,881 25 小中学校防犯対策強化事業 3,550

6 保育所における事務効率化推進事業 4,981 16 地域公共交通計画策定事業 11,847 26 大山文化センター管理費 11,837

7 支援対象児童等見守り強化事業 9,729 17 市道中間小五馬柚木線改良事業 15,000 27 ツール・ド・九州2023実施事業 1,550

8 日田式産地パワーアップ事業 14,750 18 砂防ダム流末排水路整備事業 9,009

9 津江地域産地づくり実証事業 1,893 19 ケーブルテレビ設備整理事業 62,764

10 高度総合木材加工団地調整池維持管理事業 26,000 20 ケーブルテレビ利用料金差額補助事業 7,849

令和４年度主な新規事業
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【福祉保健部長】 手話や筆談による相談支援を

行う「手話通訳者設置事業」を引き続き行ってい

く。また、条例を制定する中で、ろう者やその家族

と日常生活での困りごとなどの意見交換会を行

ってきましたが、条例制定後も引き続き、ろう者や

関係団体と協議する場を設け、支援がより良いも

のとなるよう取り組んでいく。 

 

【福祉保健部長】 現在、社会福祉課で 2名配置

し 1 か月に 17 日間、2 人が交代で会計年度職

員という身分で勤務している。今回の条例制定後

は、関係者の皆さんと相談して、必要があれば、配

置ついて検討していきたいと考えている。 

 

【福祉保健部長】 「広報ひた」において、簡単な

手話の紹介や、手話を動画で見ることのできる二

次元コードの掲載などを行い、手話を身近に普及

できる環境づくりに努めていく。また、手話の日常

会話編や医療機関編などのパンフレットをろう者

の意見を取り入れながら作成し、関係機関に配布

する取組や事業所や学校などで開催する手話講

座への講師の派遣を行うことも考えています。 

 

【市長】 学校教育の一部をどうやって支えるかと

いう課題がどんどん入ってきた。そうなると、施設の

整備そのものが、ずいぶん違うものになるというこ

とで、整理をまさに今、進めている状況である。 

 

【市長】福祉と教育の両面からのいわゆる総合的

そして専門的かつ継続的な支援が図られるという

ことを目指しており、議論を進めていきたいと考え

ている。 

 

【市長】 出来上がった施策そのものを実行できる

体制、それがこれを運営していく体制になっていく

だろうと思っているので、まず、しっかり機能という

ものを確実に決めていきたい。 
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【教育次長】 令和 3 年度は、小学校教科担任制

推進教員配置校(3 校)にて、加配により、教員と

学級担任による高学年の教科担任制の授業を行

っている。さらに、学校独自の取組として、12 校に

て、学級担任等が学級を入れ替えて授業を行う

教科担任制の授業を行っている。授業準備、日記

指導や課題添削に充てる時間が確保されること、

また、担当する教科が専門的に絞られることから、

授業準備に充てる業務量とその時間を短縮でき

ることがあげられ、学校独自に行っている学校で

も、業務量と準備時間の縮減が効果として挙げら

れると認識している。 

 

【教育次長】 ＷＥＢ会議システムにより、家庭と学

校をつないで双方向での朝の学活を行い、1 日

のスケジュールの伝達や健康観察を行う。オンラ

イン授業においてＡＩドリルを活用し、一人ひとりが

今どのように問題を解いていて、どの問題でつま

ずいているかを把握し、適切な指導を行った。この

オンライン授業は小学校の低中学年は、午前中の

2 時間、小学校の高学年や中学生はそれに加え

て午後の 1時間を行ったという学校が多かった。 

【教育次長】 家庭のルーター接続方法について

は、持ち帰り接続マニュアルを作成し配布してい

る。貸出用のルーターは設定を行ったうえで貸出

をしていることから、数件の問い合わせがあった

が問題なく実施できた。 

 

 

【教育次長】 令和 3年 6月及び 7月を例にしま

すと、月 45 時間以上の時間外在校等時間の割

合は、小中学校ともに全国と比較して、日田市の

方が３％から１３％多い状況であった。 

全国 日田市 比較 全国 日田市 比較

6月 46.3% 59.7% 13.4% 60.4% 68.5% 8.1%

7月 23.2% 26.2% 3.0% 45.9% 51.1% 5.2%

小学校 中学校

発行：日田市議会議員  中島 章二   

 〒877-0006 大分県日田市港町 8-64 

 携帯電話 090-8412-9143 


